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１）調査団員

氏名 担当 所属

石本恵生 総括
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ

コンサルタンツ株式会社

綿貫尚彦 資源管理/漁業技術 オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ

コンサルタンツ株式会社

佐藤正志 漁民組織/参加型開発 オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ

コンサルタンツ株式会社

北窓時男 社会経済/水産経済 アイシーネット株式会社

岩崎　茂 漁業統計/情報処理 システム科学コンサルタンツ株式会社

千國史郎 資源評価 芙蓉海洋開発株式会社

上床和則 漁業技術/漁具漁法 オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ

コンサルタンツ株式会社

寺島裕晃 生物調査 アイシーネット株式会社

川崎博之 生物調査 アイシーネット株式会社

東島若雄 通訳（仏語） 株式会社佐々木エージェンシー

石本　亮 業務調整
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ

コンサルタンツ株式会社

＊川崎博之は、けが療養中の寺島裕晃の代理として短期間参加
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将来的な協力案件（案）

1. 漁業調査船の運用にかかる技術協力

1-1. 船体・機材フォローアップ
背景：

CRODT 所属の漁業調査船 ITAF DEME 号（318 トン）は 2000 年に日本で建造・引き渡し
がなされ、すでに約６年が経っている。現在、その維持管理は比較的良くなされているが、

船体各部および搭載機材の老朽化は今後加速度的に進むことが予想される。本調査時におい

て、ジャイロコンパスのような船の運航の根幹にかかわる装置が故障して使えないという事

態も発生した。電子機器、エンジン、ポンプなどについては交換、換装などが次第に必要と

なる。

目標：

必要な交換部品を選定・調達・供給し、調査船を稼働状態に保つ。

スキームおよび業務内容：

短期専門家（航海電子機器関係）を 2 年に一度、一回に 2 週間程度フォローアップ調査とし
て派遣し、船の運航状態および管理状態を調査し、必要な資機材および部品の選定を行う。

近隣諸国（モーリタニア、ギニア）の漁業調査船の維持管理調査も同時に行うことも検討す

る。

1-2. 漁労・操業指導（底曳き調査手法、中層トロール）
背景：

調査船 ITAF DEME 号の士官（船長および航海士）は海軍からの出向者であり、４年毎に任
期を終えて後任と交代する。しかし、海軍では業務引継のための十分な時間と経費を確保出

来ない。資源調査操業手法の引き継ぎは、実際のトロール操業を行ってはじめて技術的に可

能となる。新任の船長および航海士に対しては、船の通常運航自体に問題はなくとも、トロ

ールの調査操業については全くの素人である点を考慮して、円滑な運用ができるよう指導す

ることが必要である。

目標：

新任の船長および航海士が ITAF DEME号を用いて調査トロール操業が行えるようになる。

スキームおよび業務内容：

短期専門家（底曳きトロールおよび中層トロール技術）を４年に一度、一回約３ヶ月間派遣

する。派遣の時期は、現行の調査航海スケジュールにあわせるものとする。現在（2006 年）
の船長および航海士は、調査団が指導した時期以降に着任しており、両名をすみやかに指導・

養成する必要に迫られている。従って、今年度（2006/07）の実施が望まれる。
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2. CRODTの研究能力強化にかかる技術協力

2-1. 漁業資源の調査・解析手法の習得度向上にかかる技術研修
背景：

本調査で、資源解析手法の技術移転がなされ、研究者は基本的な技術を習得した。しかし、

当該分野には幅広い応用技術があり、それらを学ぶことで習得技術に磨きをかけることがで

きる。また、幅広い魚種に関して資源解析を実施することが必要であり、技術の向上は必須

条件である。

目標：

CRODT研究者の資源調査および解析技術のレベルが向上する。

スキームおよび業務内容：

日本における短期研修とする。期間は２週間から１ヶ月間程度とし、CRODT 資源解析研究
者を毎年１名、3 年間継続して招聘する。日本における資源管理に関する試験研究事例の学
習（国、県、地方レベルの調査研究事例）を行う。

2-2. 人工魚礁モニタリングおよび水中調査手法の技術指導
背景：

本調査で、CRODT 潜水調査チームに対する基本的な技術の移転がなされ、併せて潜水機材
が供与された。セネガル国では AMP（海洋保護区）や人工魚礁といった沿岸浅海域での調
査活動が今後ますます活発になるなかで、セネガル唯一の海洋調査機関である CRODT に対
する期待は高まるばかりである。早急に水中調査能力の強化が要請される。

目標：

CRODTの水中調査チームの潜水調査技術のレベルが向上する。

スキームおよび業務内容：

短期専門家（水中調査分野（魚類））を派遣する。

既設，新設、人工魚礁の生物学的調査手法に関して CRODT 研究者に技術移転を実施すると
ともに人工魚礁の生物学的、物理的経年変化をモニタリング調査し、今後の漁業管理計画立

案のための情報収集を行う。

2-3. 漁場図作成技術協力
背景：

CRODT には水温、塩分、水深といった環境パラメーター、海底地理情報、および漁業資源
データが確実に集積している。このデータを有効利用することが CRODTに求められている。
すなわち、データを的確に処理し、わかりやすく公表する、あるいは CRODT の業務に活用
することが使命である。CRODT のサーバーシステム、データベースおよびデータの外部発
信用のホームページがスペインの援助により整備された。しかし、データを一般の人びとに

もわかりやすく加工するためのビジュアル化のシステムが欠落している。

目標：

二つの目標がある。ひとつは漁業調査船 ITAF DEME 号が海底の状態を知ることで、トロー
ル網を失うリスクを抑え、安心して効率的に調査操業を行える。もうひとつは、漁場の物理・

科学的な状態に、魚類の分布情報を加えることで、資源の状態や環境要因との関係を視覚的

にわかりやすく一般の人びとに示すことができる。
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スキームおよび業務内容：

機材供与（GISソフト）および日本における研修１人１ヶ月
GISを用いた漁場図作成技術を支援する。

3. DPMの漁業資源管理行政にかかる技術協力

3-1. 漁業管理システムに関する適用法令の習得
背景：

行政と漁民による資源の共同管理（Co-Gestion）には、資源管理活動をささえる法整備が重
要となる。水産局には法務担当者がおり、適宜、法改正や条例の審査を行っている。しかし

漁民組織に資源の自主管理権を委託している日本の法律についての知識、資料共に不足して

おり、法改正の際に比較検討をする方法がない。

目標：

資源管理の実態に即した法律整備がすみやかに実施される。

スキームおよび業務内容：

漁業法専門官の日本での研修を行う。期間は約１ヶ月で１名を 2007年度に実施する。
日本の資源管理関係法（政令および条例）の施行令を、その背景、関係機関の役割を含めて

現場でのケース・スタディーの形で学習する。

・法制的な仕組みの体系化（法律、条例、罰則などの体系）

・市町村における漁民組織化、漁業共同組合化

・過去の成功、不成功事例の学習

3-2. 新規人工魚礁設置にかかる技術指導
背景：

パイロットプロジェクト実施においては顕著な魚類蝟集効果が確認された。人工魚礁設置に

対するセネガル側の要望は大きく、当面は小規模資金による漁民主体の人工魚礁設置を継続

的におこなうことが望まれる。小規模な無償資金協力供与による、小規模な事業を３年間く

らいの実施が適切と考えられる。

目標：

漁民および担当する水産局支局員の人工魚礁設置に関する基本的な理解と技術の理解が図ら

れる。

スキームおよび業務内容：

短期専門家（魚礁管理）を２ヶ月、３年間継続して派遣する。

沈設地適地選定、住民理解促進（sensibilisation）、漁民資源管理委員会（CG）への魚礁管
理に関してアドバイスなどを行う。

3-3. パイロットプロジェクトのフォロー
2006年からの JOCV隊員派遣の状況をみて、必要に応じて水産隊員を派遣する。
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